
◎　施策の基本情報

1　施策の目指す姿の実現に向けた主な取り組み実績

２　成果指標

３　成果指標の達成状況

(1)農業生産基盤・生産施設の整備
○水田や農業用水路等の基盤整備
　・県営土地改良事業等の圃場整備や幹線排水路の整備にかかる事業に対し、負担（補助）し農業生産の条件整備を図った。
○大規模生産施設の整備支援
　・国営土地改良事業により造成された農業用水利施設（ダム）や付帯施設（幹線水路）について、農地以外の洪水防止機能等の多面的効
果が発揮されることから、受益者はもとより近隣住民の参画を推進した改良区の管理体制整備事業に支援した。
(2)農村環境の保全支援
○地域共同の農村環境保全支援
　・農道や農業用排水路等の草刈りや泥上げ等を地域ぐるみで取り組む活動組織に対して支援した。
○既存農業施設の長寿命化支援
　・農業用排水路等の長寿命化のための補修・更新等に取り組む活動組織に対して支援した。
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農林業の振興
政策の
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・分散した農地や水はけが悪い農地があるほか、機械施設などに作業効率が低い状況が見受けられます。
・作付けされない農地が増加し、雑草の繁茂や病害虫発生など周辺環境へ影響を及ぼしています。
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水田整備率

農業の生産性向上のた
めの基盤整備状況を示
す指標です。増加を目
指します。

出典：岩手県（希望郷
いわての農業農村整備
計画）
整備済みの水田面積
（30a以上）／市内の全
水田面積

％

目標値 67.3 67.3 67.5

実績値 67.0 67.1 67.3 67.3 67.3

地域共同による農業
資源管理面積

農地、水路、農道等の保
全管理活動や農村環境
の保全活動の状況を示
す指標です。増加を目
指します。

出典：花巻市
(多面的機能支払活動
面積）+（中山間地域協
定面積）-(重複面積）

ha

目標値 13,534 13,774 14,014

実績値 13,011 13,295 13,294 13,888 13,920

目標値

実績値

目標値

実績値

達成度 達成状況に関する背景・要因

Ａ

■成果指標「水田整備率」・・・【達成度a】
水田整備は、小瀬川、戸台、天下田、万丁目地区の４地区で行われ、分散した小区画農地が大区画（概ね30a以上）に整備
され大型機械による作業効率の向上が見込まれるよう、各地区の工事が計画的に実施されている。

■成果指標「地域共同による農業資源管理面積」・・・【達成度a】
多面的機能支払の取り組む組織119組織、中山間地域直接支払に取り組む組織114組織により地域ぐるみで農村景観を守
る活動や農業用施設の維持補修、耕作放棄地の発生防止など、農地の持つ多面的機能や農業生産に必要な施設の維持
活動が行われ、農地や周辺環境が適正な状態に保たれた。
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４　施策を構成する事務事業一覧

５　施策を構成する事務事業の検証

（課題）
・水田整備をするためには、地域の合意形成が不可欠であり、安定した農業経営を行うためには、圃場整備を地域農業の将来展望する機会
と捉え、法人化等により安定した農業経営を図る必要がある。そのためには、低コスト施設や集約化に伴う機械の導入支援が今後も必要であ
る。
・中山間地域の課題としては、単独集落での共同活動が厳しい状況となっている。

（今後の方向性）
・今後も、低コスト施設や集約化に伴う機械の導入を進め、農業者等の経営基盤の確立を推進する。
また、消費者ニーズや消費者の信頼を得るため、作物の導入に係る施設整備に対する支援を行い、需要に対応した持続的な農業を推進す
る。
・中山間地域については、単独集落の活動から集落間の話し合いにより、集落間の共同活動等を推進し、農地の保全や周辺環境の保全に
取り組む。

圃場整備やかんがい排水施設等生産基盤の整備の推進
（県営土地改良事業　圃場整備4地区、かんがい排水1地区、河川工作物応急対策1地区、災害対策４地区ほか国営
事業等）

　

　

農村環境保全事業 農村林務課

農地・農業用水等施設の保全管理活動や水路・農道等の長寿命化を行う組織に支援
（農地維持活動119組織、共同活動87組織10,869ha、長寿命化活動87組織12,235ha）

農村環境保全事業 農政課

地球温暖化防止等に効果の高い営農活動に取り組む農業者等を支援
（対象取組15組、取組面積1,136ha）

畜産農家の飼養管理に必要な施設や機械導入への支援
（簡易畜舎4件、生産機械8件、電気牧柵5件）

畜産競争力強化緊急整備事業 農政課

地域の中心的な畜産経営体に対する家畜飼養管理施設等の整備を支援（２法人）
（牛舎、堆肥舎、飼料庫等）

土地改良事業 農村林務課

草地更新事業 農政課

東日本大震災農業生産対策交付金事業 農政課

東日本大震災による影響のあった酪農家の生産復旧のために機械導入への支援
（自走式ハーべスター他）

畜産基盤強化対策事業 農政課
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担当課事務事業名

事業内容（実績）

生産再開に向け、生産者のほだ木の処分と落葉層除去を実施（ほだ保管約15万本、落葉層処理25㎥）

農林業系副産物処理事業 農村林務課

生産施設等整備事業
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農政課

担い手を含む農業者の組織が行う農業用施設・機械の整備への支援
（アスパラガス園地造成、園芸ハウス、飼料生産機械、トラクター等）

６　施策の総合的な評価

　

（①市民ニーズや市の関与の必要性が低下した事業、②投入コストのわりに成果が低い事業、③施策への貢献度の低い事業はないか）

（施策の目標を達成するため、さらに成果の向上を図る事業はないか）
草地更新事業については、施工地の耕起が困難であったり、施工機械の確保ができなかったことから計画を下回ったが、風評被害払拭のた
め、今後も草地更新が必要である。

（新たに取り組むべき事業はないか）

　

3 牧草地の草地更新を行った
（公共牧野15.7ha、市内酪農家50.785ha）
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